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時短に取り組もう！
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～　まずは職場点検活動から始めよう！　～

《ステップ2》　　取り組み目標を明確にしよう！　　～　基本方針と目標の設定　～　
ステップ2では、ステップ1で行った結果をふまえ、問題点を討議し、以下を参考に基本方針を決定し、各単組の実態に応じた目標を設定します。

















《ステップ3》　　目標実現に向けた取り組みを進めよう！　　～　対策立案と実施　～　

ステップ3では、ステップ2で掲げた目標を実現するために、それぞれの項目について【①組合独自でできること】【②会社との協力
によって進めること】【③会社との交渉が必要なこと】に区分しながら対策を立てます。その上で、組織内の教宣活動、労使による時
短推進委員会、労使協議などを通じて年間総労働時間の短縮につながる取り組みを進めます。





















フード連合『労働時間短縮に向けた基本的な考え方』


まずは労働時間の管理を徹底し、不払い残業を撲滅します。その上で、時短の取り組みを着実に進め、働く者とその家族の“豊かでゆとりある生活”を築くことを目指します。








貴労組では、職場において不払い残業の改善は進んでいますか？


また、労働組合は組合員の声をきちんと受け止めていますか？





フード連合では、2005年8月に「時短政策」を作成し、各加盟組合にお送りしております。


標記政策を活用し時短を進めて下さい。





YES





不払い残業は、労働基準法違反であり、コンプライアンスに抵触する重大な問題です。労使で対策を協議し、早急に適切な対応を行うと同時に、日常的に組合員の声に耳を傾け、適切な労働時間管理を進めるなど、労使による不断の取り組みが必要です。
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《ステップ3》　対策立案と実施








《ステップ4》　取り組み結果の検証








《ステップ2》　基本方針と目標の設定





《ステップ1》　現状把握と問題点の洗い出し





《ステップ0》　労働時間管理の徹底





【①組合独自でできること】


・年休取得推進　→　取得促進ポスター、うちわ、など教宣器材の作成。　川柳、標語、作文などの募集による組合員意識の喚起活動。など


・時間外削減　→　時間外削減の意識啓発活動。　自己時間管理記録の活用。　「夕食は家族と共に運動」等の推進。など


【②会社との協力によって進めること】


・年休取得推進　→　労使による年休未取得者の把握と指導、改善。など


・時間外削減　→　労使による36協定限度時間超過者の把握と指導、改善。など


【③会社との交渉が必要なこと】


・年休取得推進　→　連続休暇制度、計画付与制度の導入。など


・時間外削減　→　要員体制の見直し、ノー残業Dayの導入。など


・所定労働時間の削減　→　休日の増加、所定労働時間の短縮。など


・「次世代育成支援対策推進法」に基づいた行動計画実施に向けて、ノー残業Dayの導入、半日有給休暇制度の導入、保存有給休暇制度の使用拡大。など





《目標の設定例》　


所定労働時間の短縮 → 休日増。完全週休2日制の導入。　1日、1週の所定労働時間の短縮。など


年次有給休暇の取得 → 取得率の10%UP。　取得日数の3日増。など


時間外労働の削減 → 現行から1人平均50時間の削減を行う。など





具体的な目標を設定しよう！





企業のおかれた状況やこれまでの取り組み経過などから所定労働時間の短縮が進まない場合は、年次有給休暇の取得と時間外労働の削減に取り組みます。





NO





フード連合(スタンダード基準)1900時間以内、(到達目標)1800時間に少しでも近づけるよう、所定労働時間の短縮に向け計画的な取り組みを行います。





まずはフード連合(ミニマム基準)2000時間以内を目指し所定労働時間の短縮に取り組みます。





YES





YES





Q3所定労働時間の短縮に取り組めますか？





NO





Q2 所定労働時間が2000時間を超えていますか？











フード連合時短博士
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フード連合『労働時間短縮に向けたステップ』フローチャート


























※　《ステップ2》《ステップ3》の内容は次ページに掲載。なお、詳細につきましては「フード連合時短政策」をご参照下さい。





Q1 不払い残業が存在しますか？
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2006年3月








企業別労働組合を対象にした、連合の「労働時間に関する調査」(2005年)によると、回答組合の3分の1は、過去2～3年の間に不払い残業について内部・外部からの指摘を受けていることが明らかとなっています。その中でも、指摘したのは組合員(または家族)が一番多いという結果がでています。


Q　過去2～3年の間に、不払い残業を指摘されたことがありますか？　　ある36.1%　　ない60.5%　　無回答3.4%


Q　誰に不払い残業を指摘されましたか？　　組合員・家族52.0%　　労働基準監督署40.4%　　その他7.6%


【※ 2006連合白書「労働時間に関する調査」(2005年)より】





NO














このままでは時短の取り組みを進めても実効性はありません。コンプライアンスに抵触する重大な問題として労使で対策を協議し、早急に適切な対応を行うことが必要です。
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